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PT:理学療法士 Physical Therapists 
OT:作業療法士 Occupational Therapists 
ST：聴能言語士
Speech-Language-hearing Therapists 


























































































































































































































































............... ・. ・ : ・ : ・ : 1介助．学畜補叫： ・．・. 
□三：
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IV. まとめ
桐が丘の教育相談・教育支援は肢体不自由教育で蓄積
してきた人的，物的資源を広く活用する方針で行われて
いる。
平成16年度のキーワードは
•関係諸機関との「情報ネットワーク J 作り
・ 「桐が丘の教育相談・教育支援の手順」（相談・支援
マニュアル）の形成
・ 「支援レポート」の活用
の3点である。
［情報ネットワーク」では長年の関係諸機関との連携
関係を基礎として，「情報交換の方法」を工夫すること
により，有効なネットワークを作ることを目的としてき
た。
今後も支援の実践を継続していく中で効果的な「情報
ネットワーク」をあり方を検討していきたい。
「桐が丘の教育相談・教育支援の手順Jは実際のケー
スに適用していく中で「時間と手間」を削減する工夫を
行う。削減してもより効果的な活動ができる「マニュア
ル」をめざす必要がある。
「支援レポート」は「項目」「内容」が「支援計画」
に類似したものになってきている。「支援レポート」は
現状でば情報を蓄積しただけの形式となっている。しか
し，相談ケースの保護者の不安の軽減や通常学級への目
的を明確にした支援のためには「支援レポート」から
「H的」「項目」「配慮事項」をしぽった「支援計画」を
作っていく必要性が出てきている。あらためて「支援計
画」を作るのではなく「支援レポート」からリンクさせ
る方法を工夫していく必要がある。
V. 今後に向けて
養護学校内部でも多様なニーズに対応するために養護
学校同士の連携が必要になってきている。平成16年度は
都立高島養護と連携関係を作って取り組みを始めた。
指導のノウハウを共有することの有効性は改めて確認
されている。
また，筑波大学特別支援教育研究センターでは，高い
専門性を持つ障害附属 5校が具体的なケースを通じて連
携協力のあり方を検討している。
実際のケースに対して連携協力する中で「総合養護学
校」のあり方を明らかにする必要がある。
当校の教育相談・教育支援では「肢体不自由」だけで
はなく，肢体不自由を伴わない「教室の気になる子」へ
の支援をおこなっている。教室の気になる子への「教育
相談・支援の手順（マニュアル）」を試作して，「肢体不
自由」の教育・支援と同じコンセプトによる方法で支援
を行っている。平成17年度以降，肢体不自由を伴わない
「教室の気になる子」の「教育相談・支援の手順（マニ
ュアル）」を整備していく。
実践の中で肢体不自由養護学校として蓄積してきた資
源は肢体不自由以外でも活用できることがわかってきた。
肢体不自由養護学校の「専門性」は肢体不自由養護学校
という場で蓄積されてきた。肢体不自由養護学校の専門
性とは，ある子どもを観察した時に，課題やその課題へ
の指導法を構造化できる「教員」の存在，さまざまな支
援機器機材を所有し，知識と適応のノウハウを蓄積して
いる。学校外の専門機関の機能を知り，連携協力関係を
築いていること等と考えられる。
支援活動の場合，通常学級や特別学級，知的養護学校
と肢体不自由養護学校とは「人的」にも「設備面」でも
大きく環境が違うところで専門性を発揮しなければなら
ない。同じ肢体不自由を持つ子どもでも，精神状態は大
きく違い，身体面の負担も違っている。環境が異なり，
子どもの状態が展なるところで肢体不自由の「専門性」
をどう生かすかが問われている。
置かれている環境や精神状態により支援の「工夫配慮」
は大きく異なり，どの支援機器機材をどのように使用し
ていくかも変わってくる。
学校生活全体を見通し，その子どもの精神状態を配慮
したとき．「専門性」から見えている課題には言及せず
に肢休不自由からくる生活Lの負担を軽減することを中
心に晋くことがある。
今後，実際の支援活動をすすめながら肢体不自由養護
学校で蓄積してきた「専門性」のどの部分，どの側面が
「教室の気になる―f」に適応できるのか明らかにする必
要がある。
また，「専門性」を界なる環境に適応する時に判断の
基準になるものは何か， どのように「翻訳」していくの
かを明らかにしていきたい。
